
提言    
地域共創エネルギー推進委員会

中央省庁 自治体

「草の根型共創エネルギー」としてのあり方・政策等の提言・確立

太陽光発電 地域
VS

バッティング
相容れない…妥協、我慢

共生

太陽光発電

共創

地域と共に創る

求められる

・必要なもの
・貢献するもの

ノンカーボン
地球温暖化問題に対する取り組み
脱炭素社会の実現

基本的に「相容れない部分」を
解消するのではない。
「本来のあるべき姿」に戻すだけ。

地域
本来のあるべき姿

１．太陽光発電所の安全性とそれに伴う「地域に暮らす人々の安心」の確立
２．地域において必要不可欠なエネルギー（電源）として、その貢献性の確立 

JPEA「地域共創エネルギー推進委員会」の取り組み

地域に寄り添い、地域と共に作り出す
「地域共創エネルギー」

地域共創エネルギー推進委員会は、太陽光発電協会（JPEA）に参

画する複数の企業で構成されています。委員会の検討内容は経

済産業省に提言し、その内容を基に、新たな枠組みが検討されて

います。エクソルは、委員長会社として中心的な役割を果たして

います。

日本全国46市町村で実施した太陽光発電所の抽出調査結果

自治体と協力した現地調査の結果、
約 56% の発電所に問題が見つかりました。

※法令違反の発電所の中には、標識やフェンスを

　設置するだけで改善可能な発電所も含まれます。 調査件数

820件
問題なし
約 44％

問題あり
約 56％

委員長会社

イメージが
悪いことが

前提になっている。



格上げ・格下げ
改修エレベーター
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可

×
発電売電停止 or 資産価値ゼロ or 認定取り消し

長期安定稼働/安全・健全な太陽光発電/地域共創のための２階建てシステム

ラ
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産
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格
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決
定

１．下記「違法・不適格調査、取締り制度（PV 版車検制度）」と
シンクロし、

２．「優／良／可／不可」の調査、判定を実施
３．「不可」については行政、地域などの依頼、委託も受け結果を
報告（取締り、執行、指導は行政にて実施）

１．法令違反の有無判定
２．安全性等の調査・確認・判定
３．「可以上」or「不可」の二択のみを調査・確認・判定
４．「不可」への取締り執行

違法・不適格
調査、取締り制度

太陽光発電

By
行政（国・自治体）
民間、地域

By
民間

格付け制度
太陽光発電

※

民間ごとに独自実施の部分
※JPEA はコンセプトを示すのみで具体的内容には関与しない

最終的には、官主導の「適法であり公衆安全上問題ないこと」を
確認する仕組みと基準が必要。

→官主導では、法令にのっとり厳密に決める必要があり、時間がかかる
→まずは JPEA＋関係団体で、パイロット調査結果を基に
　カテゴリー分けを行い、
　・法令違反、危険性の有無判定
　・地域への迷惑の有無判定
の視点でチェックリストを作成し、行政と活用方法を模索する

（
改
修
・
補
強
・
リ
パ
ワ
リ
ン
グ
）に
よ
り

「
可
」以
上
を
目
指
す
。行
政
指
導
も
視
野
に
。

By
JPEA

※

優 .10%

2021年 2024年 2026年 2028年 2030年

優 .20%

良 .50%

可 .30%

2030年時点
合算

優 .10%
良 .25%

可 .25%

不可 .40%

2021年時点

2022年以降
に建設

2022年以前
に建設

新設： 「不可」は造らない、造らせない

既設： 改修・補強の上、「不可」を全て格上げし、「不可」をゼロに！

あるべき姿
（ゴール）

良 .25%

可 .25%

不可 .40%

「格付け制度」、「違法・不適格調査、取締り制度」がもたらす成果イメージ

優

良
可

※ 優 / 良 / 可 / 不可の比率は地域共創エネルギー推進委員会における現地調査結果をもとにした推定値

株式会社エクソル

お客様ご相談窓口
0120-33-1139

東京本社 〒
東京都港区芝大門

105-0012
2-4-8 JDBビル




